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令和４年度事業計画書 
 
 
 
産業廃棄物の処理施設の整備に必要な資金の融通の円滑化、産業廃棄物の処理に係る

事業の振興及び事業者による産業廃棄物の適正な処理の確保を図るための自主的な活動

を推進するため、以下の事業を行うこととしている。 
これまで財団事業を支えてきた PCB 関連事業や原状回復事業等が徐々に縮減せざる

を得ない状況に鑑み、各事業の効率化を図るとともに、国、地方公共団体、産業界、産

業廃棄物処理業界と連携しつつ、新たな事業の拡大を目指していく。 
また、財団は今年度創立３０周年を迎えるので、シンポジウムの開催等記念事業を検

討実施する。 
 
 
 

Ⅰ．債務保証事業（公 1） 
１．債務保証の積極対応 

産業廃棄物の処理に係る特定施設の整備の促進に関する法律に基づく特定施設の     

整備事業に関わる債務保証の申し出に対しては、従来からの方針通り積極的な対応

を図る。 
本年度は新たに２件、１０億円の保証実行（対応総事業費１１４億円）を予定し

ている。 
 

２．外部専門家の活用 
民間処理業者が行う産業廃棄物処理施設の近代化・高度化等に関わる債務保証の

申出に対しては、外部専門家を活用して 
①経営及び事業収支性調査、②技術調査、③社会・公共性及び市場調査を実施し、 
ア．事業収支計画・返済財源の妥当性 
イ．投資規模の妥当性及び金融機関の支援姿勢 

  など、十分な審査を行うことにより、質の高い産業廃棄物処理施設の建設推進と健

全な処理業者の育成に資する運営を行う。 
 

３．債権管理の徹底 
既往債務保証先については、営業報告書の分析チェックと計画的に実施する案件

フォロー訪問調査の結果を踏まえて、債権分類の見直しを行い債権管理の徹底を図

る。 
なお、フォロー訪問調査には、必要に応じて外部専門家に参加を依頼する。 
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Ⅱ．助成事業（公 2） 

   産業廃棄物の処理に関する新しい技術の開発や技術開発による起業化など、新規事

業に努力している産業廃棄物処理業者、「農林漁業有機物資源のバイオ燃料の原材料

としての利用の促進に関する法律」に係る認定研究開発事業者、「使用済小型電子機

器等の再資源化の促進に関する法律」に係る認定事業者等、並びに「プラスチック

に係る資源循環の促進等に関する法律」に係る認定プラスチック使用製品製造事業

者等、認定自主回収・再資源化事業者及び認定再資源化事業者に対して、技術開発

及び処理技術研究開発による起業化並びに高度技術を利用した減量化・再生処理施

設の設置などに必要な資金を助成する。 
 
 

Ⅲ．振興事業（公 3） 

１．産業廃棄物処理業優良化推進事業 
（１）産業廃棄物分野の電子化の推進 

１）令和 3年 10月よりさんぱいくんと環境省の行政情報システムとの連携を開始

し、さんぱいくんを通じて、自治体の許可情報（概要）と行政処分情報が閲覧

できるようになった。 

 

２）令和 4 年度においては、環境省の産業廃棄物処理業者の検索システム等をさ

んぱいくんに移設する。 

 

３）排出事業者が許可情報を迅速かつ的確に把握し、処理を委託する業者の選定

がより容易になるよう、さらなる電子化に向けてシステムの改善に努める。 
 
（２）優良産廃処理業者認定制度 

令和 2 年 10 月より始めた、事業の透明性の基準に係る適合証明業務について、

優良認定を目指す処理業者の利用増大を図るとともに、原価の効率化に努める。 
 
２．産業廃棄物処理関連調査 

産業廃棄物処理業振興等に向けた検討、廃棄物処理分野における情報の電子化、

プラスチック等の資源循環の推進に向けた検討、地方公共団体の条例や要綱等によ

る施策の状況把握、産業廃棄物関連の実態把握等の検討を行う。 

 
３．人材開発事業 

昨年度に引き続き、産業廃棄物処理業の経営者並びに管理者層を対象に第１８期

「産業廃棄物処理業経営塾」を開講し、次代の産業廃棄物処理業・資源循環業の中

核的担い手となるべき人材の育成に努める（一昨年度はコロナ禍の状況に鑑み中止）。 
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４．経営相談事業 

（１）経営相談会 

産業廃棄物処理業者の経営課題解決をサポートすべく、各分野の専門家に相       

談することができる会員制サポートサービスを令和 2年 4月から提供している。 

相談分野  ：法律全般、人事・労務全般、財務・税務全般、 

：Ｍ＆Ａ、ＡＩ/ＩｏＴほか 

現会員数  ：７０社（令和 4年 2月末) 

相談件数  ：１０件（令和 3年 4月～令和 4年 2月） 

会  費  ：年間１２万円 

付帯サービス：Ｗebセミナー 

 

  （２）経営戦略セミナー 

令和 4年 4月からオンライン形式による経営戦略セミナーを開始する。産廃処

理業者向けのみならず排出事業者や産廃・資源循環に関心を持つ事業者にも対象

を拡大し、経営や実務に資する情報を提供するとともに、会員相互の情報交換や

交流も促進する。 

       目標会員数 ：５０社（令和 4年度） 

       会   費 ：年間１０万円  

   付帯サービス：経営相談取次、施設見学会、交流会等 

 

 

Ⅳ．適正処理推進事業（公 4） 

１．不法投棄等産業廃棄物適正処理推進等事業 
（１）廃棄物処理法に基づく産業廃棄物不法投棄等の支障除去等支援業務（７／１０

支援事業） 
平成９年改正廃棄物処理法の施行日（平成１０年６月１７日）以後に不法投棄・

不適正処理された産業廃棄物について、その撤去等支障除去措置を講じようとす

る都道府県等から協力要請があったときは、適正処理推進基金（国の補助金及び

産業界等からの拠出金で造成）により協力を行う。 
なお、産業界からの負担に関しては、社会貢献の観点から、産業廃棄物に関係

する方々に広く薄く協力を求めるとの考え方に立ち、マニフェストを頒布等して

いる団体や産業界の関係団体等から必要な協力を求める。 
 

（２）産廃特措法に基づく産業廃棄物特定支障除去等支援業務（産廃特措法支援事業） 
平成９年改正廃棄物処理法の施行日前（平成１０年６月１６日以前）に不法投

棄・不適正処理された産業廃棄物について、「特定産業廃棄物に起因する支障の除

去等に関する特別措置法（「産廃特措法」）」に規定する特定支障除去等事業を実施

する都道府県等から協力要請があったときは、適正処理推進基金（国の補助で造

成）により必要な協力を行うとともに、起債事業についても必要な協力を行う。 
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（３）産業廃棄物適正処理推進費補助金（産業廃棄物緊急対策調査事業） 

    盛土の総点検で確認された危険が想定される盛土のうち、廃棄物の不法投棄等

の可能性があるものについて、都道府県等が実施する詳細調査に係る費用の一部

について補助を行う（間接補助事業）。 
 
（４）不法投棄防止対策等推進事業 

１）不法投棄未然防止対策業務 
  不法投棄未然防止対策等の検討及び事業者の自主的な活動に資するため事業

者等に対する助言、指導、情報の提供を行う。 
２）不法投棄事案に対する技術的支援等業務 

都道府県等からの要請により、具体的不法投棄等事案への対応に関し、法律・

企業会計・対策工法等の専門家から成るチームを編成して適宜現場に赴き、対

応策について助言等の支援を行う。 
また、産廃特措法事案については、財団職員が適宜現場に赴き、対応策につ

いて助言等の支援を行う。 
３）不法投棄防止セミナー支援等業務 

環境省の各地方環境事務所が開催する都道府県等担当職員向けの不法投棄防

止セミナー等について支援する。また、関東地方環境事務所では現場にセミナ

ー講師等を派遣して自治体職員を支援する業務を実施する。 
４）汚染土壌の適正運搬、処理推進等調査業務 

工場跡地等から搬出される汚染土壌について、適切な運搬・処理が行われる

ための新たな方策等について検討する。 
５）土壌環境情報解析調査業務 

都道府県・政令市（158 自治体）における土壌汚染対策法の施行状況につい

て調査する。 
   ６）適正処理推進支援業務 

ア 事業者向けの啓発活動として、産業廃棄物に関する実態や行政施策等に関

する小冊子「誰でもわかる日本の産業廃棄物（改訂９版）」を発刊し頒布する。 
イ 汚染土壌、残土の適切な処理の推進のため、運搬事業者等に向けて法制度

等に関する講習を実施する。 
ウ 産業廃棄物の適正処理推進上の問題になっていることが指摘されている末

端の建設従事者を主な対象とした建設副産物の適正処理・リサイクルの徹底

に向けた「産業廃棄物・汚染土壌排出者管理者講習会（産業廃棄物コース、

残土・汚染土コース、総合管理コース）」を引き続き実施する。 
 
２．ＰＣＢ等有害廃棄物適正処理推進事業 
（１）ＰＣＢ関連調査業務 

環境省等行政機関が調達するＰＣＢ関連調査委託業務等につき、積極的に受注

を図る。今年度の調達案件としては、以下のような調査業務を予定している。 
１）低濃度ＰＣＢ汚染物等の処理方策の調査検討 



- 5 - 
 

低濃度ＰＣＢ汚染機器の早期処理促進を図るため、ＰＣＢ廃棄物特別措置法

の届出情報の解析結果、各関係団体等への聞き取り情報等を基に存在量を推計

し、環境省による処理促進方策の検討を支援する。また使用しながら無害化処

理する課電自然循環洗浄法の適用対象機器の拡大並びに他の洗浄技術を適用す

るための技術内容及び手続き等について検討を行う。 
２）低濃度ＰＣＢ無害化処理認定施設の評価 

低濃度ＰＣＢ廃棄物に係る無害化処理認定の申請を行おうとする施設等につ

いて、申請に係る事前相談、基準適合性評価、現地調査等を技術的な観点から

行う。併せて、環境省が実施する無害化処理認定を受けた施設への立入検査の

支援を行う。 
３）自治体が実施する代行政執行の支援 
  ＪＥＳＣＯ東京・北海道エリアの 53 自治体が実施する高濃度ＰＣＢ廃棄物の

処理に関する行政代執行について、現地確認の支援、書類作成の補助、費用助

成申請の支援等を行う。また、ＰＣＢ廃棄物処理基金の支援対象措置の合理性

等の確認を行うとともに、高濃度ＰＣＢ廃棄物であるか否かの分析を行う等、

当該基金の支援対象とならない措置について支援を行う。 
４）高濃度ＰＣＢ廃棄物等の掘り起こし調査の支援・適正保管処分の周知 

ＰＣＢ廃棄物の適正保管及び早期処理に向け、ＰＣＢ廃棄物の未届出者の掘

り起こし・登録促進策の検討を行うとともに、保管事業者及び関係事業者に対

する適正な保管・処分に係るさらなる周知・指導を行う。また、自治体が行う

高濃度ＰＣＢ廃棄物等の掘り起こし調査の効率化・加速化を支援し、これまで

実施してきた掘り起こし調査の成果、課題等を取りまとめる。 
    

（２）中間貯蔵・環境安全事業（株）ＰＣＢ処理関連支援業務 

中間貯蔵・環境安全事業（株）（以下「ＪＥＳＣＯ」という。）のＰＣＢ処理関

連に係る業務等の支援を引き続き行う。 

１）処理事業環境安全管理対応等支援業務 

ＪＥＳＣＯの各事業所における操業トラブル及び労働安全衛生対応の検討に

おいて、構築したデータベース及び検索システムを活用して原因解析、対応策

検討等の技術支援を行う。また、ＪＥＳＣＯが行う作業安全衛生部会等の開催

を支援する。 

   ２）施設解体撤去等支援業務 

ＰＣＢ処理施設の解体撤去工事の実施状況を踏まえ、ＪＥＳＣＯからの要請

を受け、作成した施設解体撤去マニュアルの改訂要否の検討等を支援する。 

   ３）安定器の仕分け等によるＰＣＢ廃棄物の適正処理支援 

     ＰＣＢ有無の判別が困難な安定器について判別情報を収集し、掘り起こし調

査を行う関係者に提供するとともに、自治体等が主催する安定器の保管者向け

のセミナー等において調査・分別の進め方等に関する説明を行う。また、ＪＥ

ＳＣＯが実施する未処理のＰＣＢ使用安定器の実態把握調査を支援する。 

   ４）安定器処理促進支援業務 

ＪＥＳＣＯにおける廃安定器の早期処理実現のために、ＪＥＳＣＯ北九州Ｐ
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ＣＢ処理事業所に搬入された廃安定器についてＰＣＢ使用・不使用の仕分けに

関する技術的支援を行う。 

   ５）収集運搬効率化の調査及び支援 

     高濃度ＰＣＢ廃棄物の保管者と収集運搬業者の情報をウェブ上に公開し、両

者間の契約に向けたやり取りを支援することを目的に構築したシステム「収集

運搬情報交換広場」の運営を支援する。また、高濃度ＰＣＢ廃棄物の収集運搬

について、ＪＥＳＣＯ情報の解析、関係者への聞き取り調査等を通じて実態を

把握し、少量保管者の契約機会を改善させるための方策を検討して提案する。 

 
（３）有害廃棄物処理技術に関する調査検討業務 

・アスベスト廃棄物無害化処理認定審査等支援業務 
アスベスト廃棄物について、無害化処理認定申請の審査及び申請された技術に

関する評価検討を行う。 
 
 ３．災害廃棄物適正処理検討等業務 

災害廃棄物適正処理検討等業務として、除去土壌等減容化・再生利用技術研究組

合に参画し、福島第一原子力発電所の事故に伴い発生した放射性物質の除染等に伴

って発生した除去土壌等の効率的かつ効果的な減容化・再生利用技術の開発に向け

た検討を行う。 
 

４．廃棄物資源化等技術支援 

資源化が十分に進んでいない産業廃棄物のエネルギー化等の資源化を推進するこ

とを目的に、廃棄物の資源化を促進しようとする自治体や事業者への技術的な支援

を行うとともに、地域の状況に応じた廃棄物資源化を進めるための仕組みや技術的

な検討を行い、関係者へ情報提供を行う。 

また、産官学の連携による「自立・分散型エネルギー研究会」を開催し、廃棄物

を資源とする自立・分散型エネルギーの推進策について検討し、情報発信を行う。 

さらに、脱炭素社会への移行に向けた取り組みについても検討する。 

    
５．建設汚泥再生品等認証審査業務 

   令和３年度に事業を開始した建設汚泥再生品等の有価物該当性の認証に関する業

務について、引き続き業務を実施するとともに、業務拡大（対象品目の拡大等）に

向けた検討を行う。 
 
 

Ⅴ．その他共通事業 

１．廃棄物処理センター等全国担当者会議（第 28 回）の開催（法人） 
不法投棄等支障除去、産業廃棄物処理業優良化推進事業、低濃度ＰＣＢ廃棄物処

理の取り組みの事例発表及び産業廃棄物の適正処理の推進に係る情報交換のため、

全国の廃棄物処理センター担当者・産業廃棄物行政担当者による会議を感染対策に
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万全を期した上で、令和４年１０月６日（木）、７日（金）の２日間で広島県福山市

にて開催する。 
 
２．産業廃棄物と環境を考える全国大会（法人） 
  （公社）全国産業資源循環連合会並び（公財）日本産業廃棄物処理振興センター

との３団体による共催事業 
  新型コロナウイルス感染症拡大の状況に鑑み、令和４年度事業は中止。 
 
３．普及広報、その他 
（１）ウェブサイト「産廃情報ネット」の運用（公１・公２・公３・公４・法人） 
  産業廃棄物に関する総合サイトとして立ち上げた当財団ホームページ「産廃情

報ネット」を運営し、排出事業者及び処理業者に役立つ情報を発信するとともに、

情報システムの運用管理に努め、システムの安定性・信頼性の向上を図るため、

システム改善やソフトウエア等の導入を行う。 
 

（２）産廃振興財団ＮＥＷＳの発行（法人） 
  産業廃棄物に関するニュース、行政情報や技術情報等に関する特集、トピック

ス等を掲載した機関誌「産廃振興財団ＮＥＷＳ」を年４回発行する。 
 
（３）産廃懇話会（法人） 

    産廃に関わりの深い１４の産業-団体と環境省、経団連から構成される産廃懇話

会では、講演会等を開催する。 
 
 

Ⅵ．財団創立 30 周年記念事業 

（１）シンポジウム、財団ニュース増刊号  
 
（２）記念交流会（令和 4 年 12 月 2 日(金)、於 財団会議室） 等 
 

 


